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第119回自治労道本部中央委員会挨拶文

　おはようございます。道本部委員長の山上でございます。
全道各地から今中央委員会に出席いただいた中央委員・特別中央委員、傍聴者の皆さんに心から敬意と感謝を申し上げます。
また、私どもの中央委員会に、大変お忙しい中、
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にお越しいただきました。
また、中央本部派遣役員の、友利全労済職域事業本部専務執行役員・西村中央本部社会福祉局長にも駆けつけていただきました。
大変お忙しい中、お越しいただいた皆さんに、中央委員会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。
ありがとうございました。
それでは、第119回道本部中央委員会の開会にあたり、道本部執行委員会を代表して、ご挨拶致したいと思います。
まず、最初に今春闘のたたかいからふれたいと思いますが、春闘を前にしての、労働者を取り巻く情勢はどうだったのかといいますと、アベノミクスと称する成長戦略による金融緩和政策や大幅な公共投資の拡大などによって、円安や株高がおこり景気回復がはかられたといわれていました。

しかし、①確かに失業率は減少したが、実はこの1年で正規労働者が22万人減り続け、逆に非正規労働者が77万人増加し、雇用の質が一層低下してきていたこと。②賃金が前年比で若干上昇したが、実は残業手当など所定外給与の増加であり、所定内給与は引き続き減少した事実があった。③円安などによって、生活必需品を中心に物価が上昇し、4月からの消費税の引き上げも予定されている中にあって、生活が一層苦しさを増してくるのではという不安感が増大していたということ等々が、景気回復といわれていた社会のひとかわむけはそういった労働者の現状があった。
したがって、いまこそ連合が長年にわたって強く主張してきた「デフレからの脱却と経済の好循環を作り出し、拡大しすぎた格差を是正するため」に、全ての働く者の賃上げをはじめとする処遇改善の実現が必要なんだということでしたし、その実現を目指して全力をあげて闘おうということで5年ぶりのベア要求を掲げて今春闘はスタートしてきました。
途中で、安倍内閣が景気の好循環を実現するためにということで、賃上げを経営側に求めるという前代未聞の出来事もおきましたが、いいかっこしいというだけでなく、失速しかねない景気を支えていくために、また、デフレ経済からの脱却には働く者の賃上げが必要であるという認識から出てきた動きだろうと理解すべきでしょう。
さて、今春闘における賃上げの回答状況ですが、後ほど提案の際に詳しくふれられますので、ごく簡単に申し上げます。

今日なお、たたかいを継続してがんばっている中小労組の皆さんもおられますので、直近の中間的状況となりますが、全国的には6月2日時点で回答を引き出した5,246組合の妥結状況が加重平均で5,981円（2.08％）、対前年比で＋1,056円（0.36％）の引き上げ額になっています。

また、全道的な回答状況ですが、5月30日現在の妥結状況として、加重平均で、集計可能組合124組合で4,860円（1.95％）、対前年比で＋371円（＋0.17％）の引き上げとなっています。

中間的回答状況ではあるものの、今春闘は月例賃金の引き上げにこだわってたたかいを進めた結果として、この間なかなか変えられなかった賃金水準を突破しえたということは大いに評価出来ますし、一時金も含めて一定の成果を得ることが出来たと思います。
しかし、消費税増税に伴う物価引き上げ予測が2％といわれている中で、円安による物価上昇分を考慮しますと、残念ながら実質賃金が今までよりも低下するということになりますし、先ほど申し上げた働く者を取り巻く諸情勢を突破するまでにはいかなかったといわざるを得ません。
今後に向けて、たたかいの再構築をはかっていかなければなりませんが、古賀連合会長が5月30日の連合第67回中央委員会挨拶の中で「今春闘は、デフレからの脱却と経済の好循環を作り出していくスタートであり、ワンサイクルで完結するものではない。その成果と課題を整理し、来年以降の闘争につなげていくことが重要である。」とふれられたとおり、今春闘をしっかり総括し、今後、支払い能力論に基づく経営側の厚い壁を突き崩して、正規・不正規を問わず全ての働く者の賃上げをはじめとする処遇改善の実現を粘り強く勝ち取っていかなければなりません。
次に、給与制度の総合的見直しについて、ふれたいと思います。
この間、地本・単組の皆さんには、反対署名の取り組みでは20万筆をこえる署名を集約いただき、学習会などの開催も行っていただきました。皆さんのこれまでのご協力に、改めて深く感謝申し上げます。
これまでの動向ですが、人事院が5月22日に公務員連絡会に対して「措置事項案」を提示してきています。

　しかし、その内容は予想されてはいたものの、昨年12月に示されていた｢素案｣とほとんど同じものとなっています。

しかも、「措置事項案」の中で、寒冷地手当の見直し検討についても言及されています。
これまでの例から言って、政府は当然国家公務員だけでなく、地方公務員も同様に見直しするように策動してくるのは確実ですし、むしろ、この見直しは、国家公務員にとっては給与原資を変えずに俸給と手当の配分の見直しとなるものの、地方公務員にとっては給与水準の引き下げでしかないということからいうと、地方公務員の賃金削減こそが本当の狙いであるといえます。

いずれにせよ、今年の人事院勧告期までのたたかいが極めて重要になっています。
人事院は、今春闘における民間の賃上げ結果を受けて、6月18日までの日程で民間給与の実態調査を行っているところですが、それ以降は「給与制度の総合的見直し」を含めて具体の勧告作業に入っていくこととなります。

今後の具体的な取り組みなどは、後ほど方針提案の際に詳しくふれられると思いますが、道本部としては自治労中央本部に結集して、断固反対のたたかいを組織の総力を挙げて展開していきたいと考えますので、皆さんの一層のご協力とご奮闘を心よりお願いします。

次に、政治課題についてふれたいと思います。

安倍内閣の極めて反動的な政治姿勢に、最近一層の拍車がかかってきています。
これまで、生活保護費の引き下げ、特定秘密保護法の強行採決、靖国神社参拝、原発の輸出・再稼働問題など、世論の多くの反対があったにもかかわらず、一強他弱の政治勢力のもと力ずくで突破してきています。
極めて問題の多い政治手法がまかり通っている現状は、日本の平和や民主主義を窮地に陥れかねない危険なところまできているといわなければなりません。

TPP問題も、然りです。暗礁に乗り上げているかのようですが、日米間で7月の主席交渉官会合までの合意を目指して協議が再開されています。

協議内容に関して、ほとんど情報らしいものが出てきませんが、交渉参加国での年内大筋合意に向けて交渉が続けられています。

どんな結果になるかは見えないものの、ハッキリしているのは国内、特に北海道経済に大きな影響を及ぼすことになるということと、農業を営んでいる人々をはじめ実際に被害が及ぶ人たちの頭ごなしに妥協案・打開策が練られているということです。
食糧の自給体制や国民生活を犠牲にしてまで、TPP問題を推し進めようとする安倍内閣に、強い憤りを禁じ得ません。
また、4月22日の政府の産業競争力会議で提案された、本人と労働組合の合意があれば一般社員でも残業代ゼロにするという、｢ホワイトカラー・エグゼンプション｣をも超える労働者保護政策の改悪問題が惹起しました。
この議論を行っている産業競争力会議の雇用人材分科会には、働くものの代表が一人も参加しておらず、現場を知らない学者や経営者が働き方の改悪を検討しているのです。

不払い残業が増え続けている中で、過労死も過去最悪を記録しており、これではさらなる長時間労働を誘発することになりかねない最悪の規制緩和策です。

まずは、違法行為の取り締まりを強化し、労働時間の上限規制の法制化を行うなど、正常な働き方ができる職場環境条件を整えることが先決であり、まさに政府や経営者が当然行わなければならない責任であると考えます。

他にも、政府は財界側と結託して、有期契約労働者のルールの見直しや労働者派遣法の改悪などなど、労働者保護ルールを揺るがす労働規制緩和を次々と進めようとしてきており、働くものをゴミくずのように扱おうとする策動は断じて容認出来ません。
そして、極めつけは解釈改憲による集団的自衛権の行使による軍拡と侵略戦争への道を切り開く策動です。

5月15日に安倍総理の私的諮問機関である「安保法制懇」が報告書を提出し、それを受けて安倍総理は記者会見を行い、与党内協議の結果として、憲法解釈変更が必要と判断されれば集団的自衛権の行使容認を閣議決定することを、政府の基本的方向として表明しました。

秋の臨時国会前には閣議決定し、関係法案を臨時国会に提案したいとしています。

現在、自民党・公明党による与党協議が行われていますが、立憲主義を真っ向から否定する暴挙であり、絶対に認められるものではありません。
しかし、民主党をはじめとする野党の現状は、圧倒的な一強状態となった与党に対して、野党共闘の構築自体も難しい現状の中でどう対抗していくか、非常に厳しい状況にあるといわざるを得ません。
では、展望が全く無いかと言えば、私はそうではないと思っています。
国会における勢力図は一強他弱ではあるけれども、集団的自衛権行使問題をはじめ原発問題や憲法9条などに見られるように、具体的な政策での国民の意識は必ずしも自民党や日本維新の会などの主張を支持していません。
格差と貧困が広がってきた日本社会の現状も、円安・株高、新たな巨額の公共投資政策という政策方向では何ら解消されておらず、TPP問題をはじめ労働者保護政策の改悪、地方交付税の減額と公務員労働者の賃下げなどによって、より深刻になっていくでしょう。
安倍総理の暴走を食い止めていくためには、そうした大衆的な不満や怒り、反安倍勢力を総結集してたたかっていかなければなりません。

そして、その大衆的政治勢力の中心に民主党が立ってもらいたいと思います。
民主党北海道は、この間｢格差是正｣「反ＴＰＰ」「脱原発」「平和主義」の4つを最大課題に掲げて取り組み、民主党中央にも意見反映行ってきていますが、今こそ自公政権に対する対抗軸を鮮明にして国民世論を喚起し、国会外の大衆運動と連携して安倍政権とたたかうべき時であります。
そして、その上に立って、もう1年を切りましたが来春の知事選を頂点とする統一自治体選挙、その1年後の衆参の国政選挙、この二つの政治決戦に全力をあげて勝利していく中から、自公政権打倒・政権奪還のたたかいの展望を切り開いていかなければならないと考えます。
道本部は、そうした民主党のたたかいに連帯して、自治労本部・連合・平和運動フォーラムに結集し、大衆運動の先頭に立って奮闘していく決意を明らかにしたいと思いますし、統一自治体選挙・衆参の国政選挙闘争の勝利に向けて、組織内はもとより全ての推薦候補の必勝を期して、組織の総力を挙げてたたかい抜く決意です。

どうか、皆さんのご理解とご協力をお願いします。
なお、自治労本部は、5月27～28日に仙台市で開催された第147回中央委員会に「新たな政治対応方針」を組織討議案として提案し、定期大会で決定するとしたところです。

後ほど、氏家本部委員長からもふれられると思いますが、この方針も安倍政権の暴走を食い止め打倒していくために、広範な政治勢力の結集を目指していくものであります。
道本部としても、賛成の立場で望んでいきたいと思いますので、地本・単組における議論と意見反映をお願いします。
最後になりますが、第3号、4号議案につてもふれたいと思います。
まず、3号議案の道本部組織強化・拡大第12次長期計画案についてです。

今回は、第12次長計の中間総括と第3年次に向けた課題について組織討議案として提案するものです。

組織拡大運動の強化をはじめ、組織運動や自主福祉活動の強化、また評議会・補助機関、地域共闘運動の強化や道本部学校・ネットワーク情報通信体制の充実・強化などなど、道本部運動の強化・前進に向けてどれもが重要な課題であると考えています。
地本・単組段階における活発な議論をいただき、補強いただきたいと思います。
また、4号議案の「男女がともに担う道本部第4次計画案についてです。

4次計画の目指す理念は、男女問わず自治労運動に結集することで、組織・運動の一層の強化・拡大を展望していこうとするものです。

3号議案と同様に、2年間の総括と3年次方針の確立に向けて、組織討議案として提案するものです。

同時に、当面闘方針では、男女平等産別統一闘争の推進の取り組みに向けて、6月を重点期間と位置づけて取り組みを展開することとしています。　

4次計画の推進と、日常的な男女平等推進闘争の取り組みを結合させながら、男女共同参画社会の実現を展望した運動を展開し、国政や自治体行政において差別を無くし公平・公正で民主的な社会や職場を作り上げていかなければなりません。
そのためにも、通年的な取り組みを通じ運動の担い手の育成や、女性の採用・登用の拡大、男女平等意識の確立などに向けて、共に努力し合いたいと思います。
本来であれば、地公法改正による人事評価制度導入に対するたたかいをはじめ、道本部財政や全労済・自治労共済運動など、今中央委員会において議論いただく課題について触れなければなりませんが、時間の都合上省略させていただきますので、ご了承いただきたいと思います。
最後の最後になりますが、第119回中央委員会の圧倒的な成功を勝ち取るために、皆さんの最後までのご協力をいただきますよう、心よりにお願い申し上げまして、開会にあたってのご挨拶と致します。ありがとうございました。

